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【冊子中の用語の定義】 

 

 『労働時間等規程』とは、以下の規程を指します 

・国立大学法人北海道大学職員労働時間、休憩、休日及び休暇規程 

 

 『育児休業等規程』とは、以下の規程を指します 

・国立大学法人北海道大学職員育児休業・介護休業等規程 

 

 『正規職員等』とは、以下の就業規則等を適用される職員を指します 

・国立大学法人北海道大学職員就業規則 

・国立大学法人北海道大学船員就業規則 

・国立大学法人北海道大学嘱託職員就業規則（※再雇用職員） 

・国立大学法人北海道大学特任教員就業規則第 3 条第 2 号（※再雇用職員） 

 

 『契約職員等』とは、以下の就業規則等が適用される職員を指します 

・国立大学法人北海道大学契約職員就業規則 

・国立大学法人北海道大学短時間勤務職員就業規則 

・国立大学法人北海道大学特任教員就業規則第 3 条第 1 号 
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育児支援制度 

１．子育て支援制度と利用可能期間 

 

女性職員の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性職員の場合 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・・・労働時間等規程（契約職員等の場合は、適用就業規則）に規定する 

時間外労働・深夜勤務の制限 

 ・・・労働時間等規程（契約職員等の場合は、適用就業規則）に規定する特別休暇 

 ・・・育児休業等規程に規定する制度 

  

 

 

 

早出遅出勤務 

時間外労働の制限・深夜業務の制限 

所定外労働の制限 

育児部分休業・育児短時間勤務 

育児休業（1 歳超）             育児休業 

子の看護等休暇 

保育休暇 

出産養育休暇 

不妊治療休暇 

早出遅出勤務 

時間外労働の制限・深夜業務の制限 

所定外労働の制限 

育児部分休業・育児短時間勤務 

育児休業（1 歳超） 育児休業 

子の看護等休暇 

保育休暇 

産後休暇 産前休暇 

時間外労働・深夜勤務の制限 

通勤緩和休暇 

母体保護休暇 

保健指導休暇 

不妊治療休暇 

妊娠 出産 １歳 ３歳 ６歳 

出生時育児休業 
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２．妊産婦の時間外労働制限等 

 

 労働時間等規程第 10 条第 5 項（契約職員等の場合は、適用就業規則の該当箇所）の規定により、妊

産婦（妊娠中又は出産後 1 年を経過しない女性職員）が請求した場合は、時間外労働及び深夜（午後

10 時から午前 5 時）勤務を命じないこととしています 

 請求する場合は、所属部局等の人事・労務担当で手続きを行ってください 

 また、労働基準法には妊産婦が危険有害業務に就くことを制限する等の母性保護規定があります 

【厚生労働省のホームページ】 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku05/index.html） 

 

 

３．特別休暇 

 妊娠、出産又は育児のため、種々の特別休暇（有給）を請求することができます 

 概要等は以下のとおりとなりますが、詳細は労働時間等規程別表第 5（契約職員等の場合は、適用就

業規則の該当箇所）をご参照ください 

 休暇を請求する場合は、所属部局等の人事・労務担当で手続きを行ってください 

 

 

名 称 要件（概要） 期間（概要） 

不妊治療休暇 
職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが

相当であると認められる場合 

年間 5 日（体外受精又は顕微授精に

係る通院の場合 10 日）の範囲内の期

間 

保健指導休暇 
妊産婦である職員が母子保健法に基づく、保健指導又は

健康診査を受ける場合 
必要と認められる期間 

母体保護休暇 

妊産婦である職員が、医師等からの指導を受ける等によ

り、次に掲げる場合に請求したとき 

・妊娠中に、業務が母体又は胎児の健康保持に影響があ

るため、休息や補食が必要と認められる場合 

・妊娠・出産に起因する症状が発現し、又は発現するお

それがあるため、勤務時間の短縮、休業等が必要と認

められる場合 

必要と認められる期間 

通勤緩和休暇 

妊娠中の職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度

が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められる

場合 

労働時間の始め又は終わりに 1 日を

通じて 1 時間を超えない範囲内の時

間 

産前休暇 
6 週間以内（多胎妊娠の場合は 14 週間以内）に出産予

定の場合 
出産の日までの申し出た期間 

産後休暇 出産した場合 

出産の翌日から 8 週間を経過するま

での期間（産後 6 週間を経過し、医

師が支障がないと認めた場合を除

く） 

保育休暇 
1 歳未満の子を養育する職員が、その子の保育のために

必要と認められる授乳、託児所への送迎等を行う場合 

1 日 2 回それぞれ 30 分以内の期間

（配偶者がこの休暇等を取得する場

合は調整あり） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/seisaku05/index.html
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名 称 要件（概要） 期間（概要） 

子の看護等 

休暇 

12 歳(特別支援学校に就学している子である場合にあっ

ては 18 歳)に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの間

にある子を養育する職員が、その子の看護等のため、次

に掲げる場合に該当するとき 

・その子の看護(負傷し、若しくは疾病にかかったそ

の子の世話を行うこと又はその子に予防接種若し

くは健康診断を受けさせることをいう。)のため、

又はその子の入園、卒園、入学又は卒業の式典その

他これに準ずる式典への参加のため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 

・学校保健安全法第 20 条の規定による学校の休業又

は学校保健安全法第 19 条の規定による出席停止に

伴い、その子の世話を行うことのため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 

・児童福祉法第 39 条第 1 項に規定する保育所、就学

前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律第 2条第 6項に規定する認定こど

も園その他の施設又は児童福祉法第 24 条第 2 項に

規定する家庭的保育事業等その他の事業における

学校保健安全法第 20 条の規定による学校の休業に

準ずる事由若しくは学校保健安全法第 19 条の規定

による出席停止に準ずる事由に伴い、その子の世話

を行うことのため勤務しないことが相当であると

認められる場合 

年間 10 日の範囲内の期間 

出産養育休暇 

妻の出産に伴い、次に掲げる場合に該当するとき 

 ・入院等の日から出産後 2 週間までの間で、勤務しな

いことが相当であると認められる場合 

 ・出産予定日の 6 週間前から、当該出産に係る子が１

歳に達する日までの間で、当該出産に係る子又は小

学生未満の子の養育のため勤務しないことが相当

であると認められる場合 

左記の期間内において 

7 日の範囲内の期間 
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４．育児休業等 

 育児休業等規程は全職員が適用を受け、この規程による育児休業の申出等をすることができます 

 育児休業等の申し出にあたっては、あらかじめ所属部署で期間や時間帯等を調整した上で必要書類を

記入してください 

 

（１）育児休業（出生時育児休業） 

 内容・取得要件 

➢ 育児休業 

 

 

 

 

 

 

 

 

                ※注）一定条件により、1 歳 6 か月または 2 歳まで取得できる場合があります。 

 

➢ 出生時育児休業 

子の出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期間内における４週間以内の期

間の休業 

※労働契約期間に定めのある職員の方は、子の出生の日から起算して 8 週間を経過する日の翌

日から 6 月を経過する日までに、その労働契約（労働契約が更新される場合にあっては，更新後

のもの）が満了することが明らかでない場合に限り申し出が可能です 

      

 給与等 

➢ 育児休業（出生時育児休業）中は、給与は支給されません 

➢ 期末・勤勉手当は、基準日（6/1、12/1）に育児休業（出生時育児休業）中であっても、基準日

以前 6 か月以内に勤務した期間があるときは、勤務期間に応じて支給されます 

➢ 退職手当の計算においては、育児休業（出生時育児休業）期間の 1/2 相当期間（子が 1 歳までは

1/3 相当期間）が除算されます 

➢ 育児休業（出生時育児休業）中の社会保険（共済組合）等については、５．社会保険等 を参照

ください 

 

 留意点等 

➢ 育児休業の取得は、原則として 1 人の子について２回までに限られます 

 （例外） 厚生労働省令第 5 条又は国土交通省令第 4 条に規定する特別の事情に該当する場合 

 

➢ 出生時育児休業の取得は、１人の子について２回まで分割することができますが、分割する場合

は、一度にまとめて申し出をする必要があります 

子が 1 歳 6 か月に達する日までに，その労働契
約（労働契約が更新される場合にあっては，更
新後のもの）が満了することが明らかでない者 

子が 
３歳になるまで 

取得可能 

子が 
１歳になるまで 

取得可能 
（※注） 

取得 
できません 

労働契約期間 
に定めなし 

労働契約期間 
に定めあり 

上記以外の者 
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➢ 育児休業（出生時育児休業）期間の延長や短縮も可能です 

 

 手続方法 

➢ 育児休業の取得は 1 か月前までに、所属部局等の人事・労務担当へ必要書類を提出してください 

➢ 出生時育児休業の取得は２週間前までに、所属部局等の人事・労務担当へ必要書類を提出してく

ださい 
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（２）育児部分休業・育児短時間勤務 

 育児のため、就業しながら所定労働時間より短い労働時間で勤務することができる制度として、育児

部分休業と育児短時間勤務の制度があります 

 給与への影響が少ない点では育児部分休業に、柔軟な勤務形態を選択できる点では育児短時間勤務に

有利性があります 

 

 育児部分休業 育児短時間勤務 

取得要件 同居する小学生未満の子を養育する職員 同左 

内容 

所定勤務時間の始め又は終わりにおいて、1 日

を通じて 2 時間以内（30 分単位）で休業する制

度。 

（保育休暇を併用する場合は、あわせて 2 時間

まで） 

次に掲げるいずれかの形態で所定労働時間を短

縮して勤務する制度 

・週 5 日、1 日 4 時間勤務 

・週 5 日、1 日 5 時間勤務 

・週 5 日、1 日 6 時間勤務 

・週 3 日、1 日 7 時間 45 分勤務 

・週 3 日、うち 2 日は 7 時間 45 分勤務、1 日は

4 時間勤務 

・上記以外で週 19 時間 30 分、20 時間、23 時間

15 分、25 時間又は 30 時間勤務（総長が特に

必要と認めた場合） 

回数制限 なし。延長、短縮も可能。 同左 

請求手続 
1 か月前までに、所属部局等の人事・労務担当

へ必要書類を提出してください。 
同左 

期間制限 なし 1 月以上 1 年以下の期間で請求 

給与等 

・勤務しない時間の給与を減額 

・育児部分休業を取得した時間数に応じて、勤

勉手当を除算 

・退職手当は除算なし 

 

※職員就業規則適用者の例 

・基本給月額及び関連する手当は勤務時間数に

応じた額で計算 

・勤務時間の短縮分に応じて、期末手当・勤勉

手当を除算 

・退職手当は育児短時間勤務期間の 1/3 相当期

間を除算 

 

※職員就業規則適用者の例 
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（３）所定外労働の制限・時間外労働の制限・深夜業務の制限・早出遅出勤務 

 育児のため、所定労働時間を変更せずに、以下のような時間外労働の制限や勤務時間帯の変更等を請

求する制度があります 

 

 
所定外労働 

の制限 

時間外労働 

の制限 

深夜業務 

の制限 

早出遅出 

勤務 

要件 

同居する小学校就学の

始期に達するまでの子

を養育する職員 

同居する小学生未満

の子を養育する職員 

同居する小学生未満の

子を養育する職員（配

偶者に関する要件あ

り） 

同居する子を養育す

る以下に掲げる職員 

・小学生未満の子を養

育する職員 

・小学校、義務教育学

校の前期課程又は

特別支援学校の小

学部、中学部若しく

は高等部に就学し

ている子（特別支援

学校の高等部に就

学している場合に

あっては 18 歳に達

する日以後の最初

の 3 月 31 日までの

間にある子）のある

職員 

内容 
所定労働時間を超えて

労働させない 

1月について 24時間、

1年について 150時間

を超えて時間外労働

は命じない 

深夜に労働させない 

午前 7 時から午後 10

時までの間で、早出遅

出勤務ができる 

回数制限 なし 同左 同左 同左 

請求手続 

1 か月前までに、所属部

局等の人事・労務担当

へ必要書類を提出して

ください。 

同左 同左 同左 

期間制限 
1 月以上 1 年以内の期

間で請求 
同左 同左 

1月以上 6月以内の期

間で請求 

給与等 影響なし 同左 同左 同左 
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５．社会保険等 

（１）社会保険（共済組合）保険料 

 産前休暇・産後休暇期間の免除 

➢ 毎月の給与から控除されている、社会保険（共済組合）の保険料について、支払いが免除されま

す 

➢ 本人からの申請が必要ですので、所属部局等の社会保険（共済組合）の担当で手続きを行ってく

ださい 

 

 育児休業（出生時育児休業）期間の免除 

➢ 育児休業（出生時育児休業）期間中も同様に保険料の免除申請が可能ですが、産前休暇・産後休

暇期間中に免除を受けていた場合でも、あらためて申請が必要となります 

 

 標準報酬月額の改定等 

➢ 産後休暇終了時に、一定の条件を満たす場合は、標準報酬月額が改定されます 

➢ 育児休業（出生児育児休業）終了時に、3 歳未満の子を養育し一定の条件を満たす場合は、標準

報酬月額が改定されます 

➢ 3 歳未満の子を養育する職員で、各月の標準報酬月額が養育開始月の前月の標準報酬月額を下回

る場合は、将来受け取る年金額の計算に際して、養育開始月の前月の標準報酬月額を当該養育期

間の標準報酬月額とみなすことができます 

➢ いずれも、本人からの申請が必要ですので、所属部局等の社会保険（共済組合）の担当で手続き

を行ってください 

 

（２）出産費・家族出産費等 

 職員または職員の扶養親族が出産した場合、出産費・家族出産費と出産費附加金・家族出産費附加金

（共済組合）が支給されます 

➢ 原則として、保険者（共済組合）から直接医療機関等へ支払う仕組みとなっています 

➢ 医療機関等によって手続き方法が異なりますので、詳細は出産時の医療機関等にお問い合わせく

ださい 

➢ 手続きにあたっては、「出産費附加金・家族出産費附加金請求書」を所属部局等の社会保険（共

済組合）の担当へ提出してください 

 

（３）育児休業給付金 

 1 歳に満たない子を養育するために育児休業（出生児育児休業）を取得する者で、要件を満たす場合

は、申請により、雇用保険（ハローワーク）から育児休業給付金（出生児育児休業給付金）が支給さ

れます 

ただし、一定の要件を満たす場合は、申請により、子が１歳に達する日以降の期間についても育児休

業を取得し、育児休業給付金の受給を受けることができます 

➢ 所属部局等の雇用保険の担当で手続きを行ってください 
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（４）出生後休業支援給付金 

 子の出生直後の一定期間に、両親ともに（配偶者が就労していない場合などは本人が）、14 日以上の

育児休業を取得した者で、要件を満たす場合は、申請により、雇用保険（ハローワーク）から出生後

休業支援給付金が支給されます 

➢ 所属部局等の雇用保険の担当で手続きを行ってください 

 

（５）育児時短就業給付金 

 2 歳に満たない子を養育するために時短勤務した者で、育児時短就業前と比較して賃金が低下するな

どの要件を満たす場合は、申請により、雇用保険（ハローワーク）から育児時短就業給付金が支給さ

れます 

➢ 所属部局等の雇用保険の担当で手続きを行ってください 

 

（６）財形貯蓄 

 財形年金貯蓄及び財形住宅貯蓄における継続適用特例 

➢ 通常、定期的な払込を 2 年間中断すると利子等に対する非課税措置が受けられなくなりますが、

3 歳未満の子について育児休業等を取得する場合は、引き続き非課税措置を受けながら貯蓄を継

続することができます 

➢ 育児休業等の開始前に所定の手続きが必要ですので、所属部局等の財形貯蓄の担当で手続きを行

ってください 

 

（７）共済貸付 

➢ 既に貸付けを受けている場合及び育児休業（出生児育児休業）期間中に新規の貸付けの申込みを

した場合について、貸付けの種類を問わず、育児休業（出生児育児休業）期間中は申出書を提出

することにより元金分の弁済を猶予することができます 

➢ なお、育児休業（出生児育児休業）期間中の弁済は給与から差し引くことができないため、共済

の口座へ直接振り込むことになりますので、育児休業（出生児育児休業）開始前に所属部局等の

共済組合の担当にお知らせください 

 

 

６．その他 

（１）北大構内の保育施設 

 札幌キャンパス内には、3 つの保育施設があります 

 各施設の詳細は、それぞれのホームページをご参照ください 

➢ 子どもの園保育園（https://www.hokudai.ac.jp/bureau/hoikuen/） 

➢ 北大病院保育園ポプラ（https://www.huhp.hokudai.ac.jp/popura/） 

➢ 保育所ともに（https://tomoni.ist.hokudai.ac.jp/index.html） 

 

 

  

https://www.hokudai.ac.jp/bureau/hoikuen/
https://www.huhp.hokudai.ac.jp/popura/
https://tomoni.ist.hokudai.ac.jp/index.html
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介護支援制度 

７．特別休暇 

 要介護状態にある家族の介護のため、特別休暇（有給）を請求することができます 

➢ 要介護状態とは負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、2 週間以上の期間にわたり

常時介護を必要とする状態をいい、「常時介護を必要とする状態」とは、介護保険制度の要介護

状態区分において要介護 2 以上であること、または、厚生労働省が定める項目に該当する場合で

あることです 

（厚生労働省 HP）

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryo

uritsu/otoiawase_jigyousya.html） 

 

 概要等は以下のとおりとなりますが、詳細は労働時間等規程別表第 5（契約職員等の場合は、適用就

業規則の該当箇所）をご参照ください 

 休暇を請求する場合は、所属部局等の人事・労務担当で手続きを行ってください 

 

名 称 要件（概要） 期間（概要） 

介護休暇 

要介護状態にある家族(配偶者(内縁関係を含む。)、

父母(養父母を含む。)、子、配偶者の父母、祖父母、

兄弟姉妹及び孫をいう。)の介護その他の世話を行

う職員が、当該世話を行うため勤務しないことが

相当であると認められる場合 

一の年において 10 日の範囲内の期間 

 

 

８．介護休業等 

（１）介護休業 

 内容・取得要件 

➢ 介護を必要とする者１人につき３回まで、通算して 186 日の範囲内（労働契約期間に定めがあ

る場合は、通算して 93 日の範囲内）で、要介護状態にある家族を介護するために休業できます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 給与等 

➢ 介護休業中は、給与は支給されません 

介護休業開始予定日から起算して 93 日を経過
する日から 6 月を経過する日までに、その労働
契約が満了することが明らかでない者 

通算して 186 日 

通算して 93 日 

取得 
できません 

労働契約期間 
に定めなし 

労働契約期間 
に定めあり 

上記以外の者 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/otoiawase_jigyousya.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/ryouritsu/otoiawase_jigyousya.html
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➢ 期末・勤勉手当は、基準日（6/1、12/1）に介護休業中であっても、基準日以前 6 か月以内に

勤務した期間があるときは、勤務期間に応じて支給されます 

➢ 退職手当の計算においては、介護休業期間の 1/2 相当期間が除算されます 

 

 留意点 

➢ 介護休業の取得は、対象家族１人につき３回までに限られます 

➢ 介護休業期間の延長や短縮も可能です 

 

 手続方法 

➢ 介護休業の取得は２週間前までに、所属部局等の人事・労務担当へ必要書類を提出してください 

 

（２）介護部分休業 

 介護のため、就業しながら所定労働時間より短い労働時間で勤務することができる制度として、介護

部分休業の制度があります 

 介護部分休業 

取得要件 要介護状態にある家族を介護する職員 

内容 
所定勤務時間の始め又は終わりにおいて、1 日を通じて連続した 4 時間を超えない範囲内で

1 時間単位で休業する制度 

回数制限 なし。延長、短縮も可能 

請求手続 2 週間前までに、所属部局等の人事・労務担当へ必要書類を提出してください 

期間制限 開始から連続する 3 年の期間内 

給与等 

・勤務しない時間の給与を減額 

・介護部分休業を取得した時間数に応じて、勤勉手当を除算 

・退職手当は除算なし 

※職員就業規則適用者の例 
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（３）所定外労働の制限・時間外労働の制限・深夜業務の制限・早出遅出勤務 

 介護のため、所定労働時間を変えずに、以下のような時間外労働の制限や勤務時間帯の変更等を請求

する制度があります 

 

 
所定外労働 

の制限 

時間外労働 

の制限 

深夜業務 

の制限 

早出遅出 

勤務 

要件 
要介護状態にある家族

を介護する職員 

要介護状態にある家

族を介護する職員 

要介護状態にある家族

を介護する職員 

要介護状態にある家

族を介護する職員 

内容 
所定労働時間を超えて

労働させない 

1月について 24時間、

1年について 150時間

を超えて時間外労働

は命じない 

深夜に労働させない 

午前 7 時から午後 10

時までの間で、早出遅

出勤務ができる 

回数制限 なし 同左 同左 同左 

請求手続 

1 か月前までに、所属部

局等の人事・労務担当

へ必要書類を提出して

ください。 

同左 同左 同左 

期間制限 
1 月以上 1 年以内の期

間で請求 
同左 同左 

1月以上 6月以内の期

間で請求 

給与等 影響なし 同左 同左 同左 

 

 

９．介護休業給付金 

（１）介護休業給付金 

 対象家族を介護するために介護休業を取得した場合、一定の要件を満たす場合は、申請により雇用保

険（ハローワーク）から介護休業給付金が支給されます 

➢ 所属部局等の雇用保険の担当で手続きを行ってください 
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－更新履歴－ 

平成２７年 ６月 一部改訂 

平成２９年 １月 一部改訂 

平成２９年 ４月 一部改訂 

平成２９年１０月 一部改訂 

平成３１年 ４月 一部改訂 

令和 ２年 ８月 一部改訂 

令和 ４年 ４月 一部改訂 

令和 ４年１０月 一部改訂 

令和 ７年 ７月 一部改訂 


